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と (cf赤岡， 197百 (5・6)pp.10-14.J，その結果，第2に，この理論は， 待望
。本稿末尾の参考文献，およ口周間氏の1981年の論文の Eλ84註1を参照されたいc





































わせる必要があるという〈風間 1983，pp. 97-98J， 
また， 己目理論は，企業と環境の関係を強調するものの，実証研究では現場




























る (Kel1y，p. 1094;黒川，p. 80J。そして i所与の技術の卜で経済と心理の
両面からみ亡，等しく効果的であるようなしぺっかり作業組織の存在を示す社
































ム設計では，両γステムの変更を考えることになっている [Davis，1971 (a) 
pp. 158-162; Cummings and MarkU8， pp. 65-66)。しかし，ケリーは，ポル
ポ・カノレマーノレ工場を，そして，黒川氏はこれとデーピス&カンターによる
製薬業の組立ラインのケースを例外として，実証研究では，技術を所与とした












方策」とさえいわれているという [cf.Wood Kelly， pp. 9-10)。
第2に，自律的作業集団等による労働の人間化は，組織の基本的パワー構造
を変更するものではなく I辺境部分」の変革にすぎないとの批判がある [cf





















120 (224) 第 133巻第3号



























社会技術システム論批判の検討 (訟の 121 
た，他の制度的改革への途を不明確にするもので，それゆえ，資本主義体制の
維持・強化策にほかならないとする [Blacklerand Brown， p， 43;奥林， 1978， 









る〔村田， 1982， pp. 25-31]0 また?とれにより多能工化した労働者の増加は.
企業による労働力利用の弾力化に寄与し，特定の労働力に対する経営の依存性
を低干させる。きらに，自律的作業集団は，労働者の企業への忠誠心を高め，
































































































社会・技術ジステム論批判の樟討 (229) 125 
マーノレや，アメリカの製薬業のにースは例外であって，ほとんどのケースは技
術所与とするものだとされていた CKeIly，p. 1086;黒川.p. 80Jo しかし， こ





ト，エメリー， ソノレ見ラッド， ライス， ミラー，ディピスおよびハブストに|役

































































すなわち. Joint Optimization とは， 単に生産性を上昇させるだけではな
し主観的および客観的な労働者の満足を実質的に向上させようとするもので
[Emery， 1966， p. 3; Dav同 1966;cf庄村， 1979，p. 201)，そのために，社会
システムと技術システムを変化させてそれぞれのシステムが他方のシステ
ムの妨害をすることな〈それぞれの独自の法則に従って最適に機能するよう















1 生産性向上 43 1 労働者は新作業方法士選好 7 
2 好意的態度 10 
2 必要人員の減少 5 3 満足の向上 24 
3 品質向上 22 4 職務への関'L.'向上 1 
4 歩どまり向上 5 モラールの改善 1 
6 安全性の向上
5 スト・労働問題の減少 11 
7 欠勤率の減少 16 
6 変動性への対処能力の向上 2 8 離職率の減少 9 
7 成果あり〈具体的項目不明〉 6 9 苦情の減少 5 
8 失敗 1 10 その他 3 
-・・・一一一一一一・ ・・ー一・一
9 不明 22 11 失敗
12 不明
全 体 97 
全 体
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第 3-1手経済成果と人間性成果
よ許可成果あり|一向あり!不 E十
成果あり 49 3 16 68 
一部問題あり 3 1 2 6 
弓ミ 明 6 3 13 22 
言十 58 7 31 96 





成果あり 35* 14 49 
一部問題あり 2 1 3 
不 明 5 1 6 





























自律的作業集団 9 2 5 9 6 31 
チーム制 11 4 5 7 27 
有ミ 明 7 1 4 12 15 39 




人者間と性も成改果善とと経す済る成も果のの両 13 2 8 13 13 49 
人ず間性成果問か題経の済あ成果ものい
れかに るの 7 1 2 2 12 
失 敗 1 1 
人ず成れ間果性か成あ果， 経済両成者果とのいるいは もに 6 5 11 13 35 
が不明
計 27 3 13 26 28 | 97 
く資料〉 第1表に岡山


































































義の体制的危機に直面し， K. Marx と同じ言葉を使いながら， 資本主義体制
を維持・強化する子段となっている」と片づけることのできる問題ではないと
考え bれる C奥林， 1978， pp. 69-70J。すなわち，奥林氏自身が，イギロス全国
からのショップ・スチュアード 184人の 67%が，職務再設計は労働者の目的に
貢献すると回答している調査結果を紹介しておられる〔奥林， 1982， pp. 72-73J 
L.また， ソピヱトにおいても労働を意義あるもの，内容あるものにする必要











が， 例えば， 自律性の尺度の開発， ネ士会・技術システムのプロセスの明確化
などもなされており，環境との関係についても一層の展開が試みられている
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